
地
方
分
権
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
地
方
税
財
政
基
盤
の
確
立
に
関
す
る
決
議
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国
・
地
方
を
通
じ
た
厳
し
い
財
政
状
況
の
下
、
特
に
財
政
力
の
弱
い
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
厳
し
い
財
政
運
営
を
強

い
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
政
府
は
、
個
性
豊
か
で
活
力
に
満
ち
た
分
権
型
社
会
に
ふ
さ
わ
し
い
地
方
税

財
政
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
た
め
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
格
段
の
努
力
を
す
べ
き
で
あ
る
。

一
、
地
方
財
政
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
歳
出
規
模
の
抑
制
等
を
通
じ
た
地
方
交
付
税
総
額
の
削
減
に
よ
り
地
方
独
自
に

行
う
施
策
・
取
組
の
余
地
が
失
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
十
分
に
認
識
し
、
地
方
の
意
見
を
確
実
に
反
映
し
な
が
ら
、
地
方
全
体

の
財
政
需
要
を
適
切
に
積
み
上
げ
る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
伴
い
必
要
と
な
る
一
般
財
源
の
確
保
を
図
る
こ
と
。

二
、
地
方
交
付
税
の
本
来
的
な
役
割
で
あ
る
財
源
保
障
機
能
と
財
源
調
整
機
能
が
適
切
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
基
準
財
政
需
要

額
に
つ
い
て
は
、
地
域
の
再
生
・
活
性
化
や
雇
用
創
出
の
推
進
等
地
域
住
民
が
将
来
に
わ
た
っ
て
安
心
で
き
る
た
め
の
施
策

に
要
す
る
財
政
需
要
等
を
的
確
に
反
映
し
た
算
定
に
努
め
る
こ
と
。

三
、
現
下
の
厳
し
い
地
域
経
済
環
境
に
お
い
て
、
地
方
の
疲
弊
が
極
め
て
深
刻
化
し
て
い
る
中
、
毎
年
度
発
生
す
る
巨
額
の
地

方
財
源
不
足
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
「
国
・
地
方
の
折
半
ル
ー
ル
」
に
よ
る
暫
定
措
置
の
在
り
方
や
、
法
定
率

の
引
上
げ
を
含
め
、
地
方
税
財
政
制
度
の
抜
本
的
改
革
を
検
討
す
る
こ
と
。

四
、
巨
額
の
借
入
金
を
抱
え
る
地
方
財
政
の
健
全
化
に
当
た
っ
て
は
、
安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要
な
地
方
一
般
財
源
の
確
保

に
留
意
し
な
が
ら
、
計
画
的
に
進
め
る
こ
と
。
ま
た
、
臨
時
財
政
対
策
債
を
は
じ
め
累
積
す
る
地
方
債
の
元
利
償
還
に
つ
い

て
は
、
諸
施
策
の
実
施
を
制
約
し
か
ね
な
い
状
況
に
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
将
来
に
お
い
て
各
地
方
公
共
団
体
の
財
政
運

営
に
支
障
が
生
じ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
万
全
の
財
源
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。



五
、
地
方
公
営
企
業
等
金
融
機
構
の
貸
付
対
象
を
一
般
会
計
に
拡
充
す
る
こ
と
等
に
伴
い
、
機
構
の
財
務
基
盤
に
つ
い
て
は
、

引
き
続
き
市
場
の
信
認
が
得
ら
れ
る
よ
う
、
そ
の
充
実
強
化
を
図
る
こ
と
。

六
、
地
方
分
権
改
革
推
進
法
に
基
づ
く
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
財
政
上
の
措
置
の
在
り
方
等
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
地
方

に
参
画
の
機
会
を
保
障
す
る
こ
と
。
ま
た
、
地
方
分
権
改
革
推
進
計
画
に
つ
い
て
は
、
地
方
の
総
意
を
真
摯
に
踏
ま
え
、
地

域
の
実
情
を
十
分
反
映
し
た
も
の
と
な
る
よ
う
最
大
限
配
慮
し
つ
つ
、
新
地
方
分
権
一
括
法
の
早
期
制
定
を
目
指
す
こ
と
。

七
、
地
方
公
共
団
体
は
、
直
接
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
役
割
の
大
部
分
を
担
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
基
盤
と
な
る
地

方
税
財
源
の
拡
充
の
た
め
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
格
差
に
配
慮
し
つ
つ
、
税
源
の
偏
在
が
小
さ
く
、
税
収
が
安
定
的
で

あ
る
地
方
税
体
系
の
構
築
を
早
急
に
進
め
る
こ
と
。

八
、
国
の
直
轄
事
業
に
つ
い
て
は
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
の
明
確
化
と
国
の
役
割
の
重
点
化
の
観
点
か
ら
、
抜
本
的
に
見
直

す
こ
と
。
ま
た
、
直
轄
事
業
負
担
金
に
つ
い
て
は
、
役
割
分
担
の
明
確
化
等
に
応
じ
、
廃
止
を
含
む
見
直
し
を
行
う
こ
と
。

九
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
の
全
面
施
行
に
当
た
っ
て
は
、
各
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
住
民
サ
ー

ビ
ス
の
不
適
切
な
低
下
を
招
く
事
態
と
な
ら
な
い
よ
う
十
分
な
配
慮
に
努
め
る
こ
と
。
併
せ
て
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
運

営
を
よ
り
透
明
化
す
る
た
め
、
企
業
会
計
を
参
考
に
し
つ
つ
、
地
方
公
会
計
の
整
備
の
促
進
を
図
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


